
1 
 

国家戦略特区 検討要請回答 

規制改革事項 在宅医療の柔軟な実施（②外来機能のない診療所の開設） 

提案者 神奈川県横須賀市 

 

制度の所管・関係府省庁 厚生労働省 

関係法令 健康保険法第 65 条 

 

提案内容  

新規診療所の設置において、厚生局から一定の外来機能を備えることが求められ

る実態があるため、在宅医療を中心に取り組もうとする新規診療所については、

開業後一定期間以内に在宅療養支援診療所として承認を受けることを条件に、外

来機能がなくても保険医療機関として指定を行うこと。 

 

提案に対する回答  

・健康保険法の趣旨から、保険医療機関は全ての被保険者に対して療養の給付を

行う開放性を有することが必要であるとして、外来応需の体制を有しているこ

とを保険医療機関に求める解釈上の運用を行ってきたところ。 

・在宅医療を専門に行う診療所にとって、外来診療が前提となった現行制度が制

約要件になっているとの指摘もあり、在宅医療を主に行う保険医療機関の外来

医療のあり方については、平成 26 年度診療報酬改定に係る答申書附帯意見も

踏まえ、中医協において引き続き検討を行っている。 

 

 

  

平成２７年１月２３日 内閣府地方創生推進室 提出資料 
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【関係法令抜粋】 

○健康保険法（大正十一年四月二十二日法律第七十号） 

（療養の給付） 

第六十三条 被保険者の疾病又は負傷に関しては、次に掲げる療養の給付を行

う。 

一 診察 

二 薬剤又は治療材料の支給 

三 処置、手術その他の治療 

四 居宅における療養上の管理及びその療養に伴う世話その他の看護 

五 病院又は診療所への入院及びその療養に伴う世話その他の看護 

２ 次に掲げる療養に係る給付は、前項の給付に含まれないものとする。 

一 食事の提供である療養であって前項第五号に掲げる療養と併せて行うも

の（医療法（昭和二十三年法律第二百五号）第七条第二項第四号に規定す

る療養病床（以下「療養病床」という。）への入院及びその療養に伴う世話

その他の看護であって、当該療養を受ける際、六十五歳に達する日の属す

る月の翌月以後である被保険者（以下「特定長期入院被保険者」という。）

に係るものを除く。以下「食事療養」という。） 

二 次に掲げる療養であって前項第五号に掲げる療養と併せて行うもの（特

定長期入院被保険者に係るものに限る。以下「生活療養」という。） 

イ 食事の提供である療養 

ロ 温度、照明及び給水に関する適切な療養環境の形成である療養 

三 厚生労働大臣が定める高度の医療技術を用いた療養その他の療養であっ

て、前項の給付の対象とすべきものであるか否かについて、適正な医療の

効率的な提供を図る観点から評価を行うことが必要な療養として厚生労働

大臣が定めるもの（以下「評価療養」という。） 

四 被保険者の選定に係る特別の病室の提供その他の厚生労働大臣が定める

療養（以下「選定療養」という。） 

３ 第一項の給付を受けようとする者は、厚生労働省令で定めるところによ

り、次に掲げる病院若しくは診療所又は薬局のうち、自己の選定するものか

ら受けるものとする。 

一 厚生労働大臣の指定を受けた病院若しくは診療所（第六十五条の規定に

より病床の全部又は一部を除いて指定を受けたときは、その除外された病

床を除く。以下「保険医療機関」という。）又は薬局（以下「保険薬局」と

いう。） 
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二 特定の保険者が管掌する被保険者に対して診療又は調剤を行う病院若し

くは診療所又は薬局であって、当該保険者が指定したもの 

三 健康保険組合である保険者が開設する病院若しくは診療所又は薬局 

 

（保険医療機関又は保険薬局の指定） 

第六十五条 第六十三条第三項第一号の指定は、政令で定めるところにより、

病院若しくは診療所又は薬局の開設者の申請により行う。 

２ 前項の場合において、その申請が病院又は病床を有する診療所に係るもの

であるときは、当該申請は、医療法第七条第二項に規定する病床の種別（第

四項第二号及び次条第一項において単に「病床の種別」という。）ごとにその

数を定めて行うものとする。 

３ 厚生労働大臣は、第一項の申請があった場合において、次の各号のいずれ

かに該当するときは、第六十三条第三項第一号の指定をしないことができ

る。 

一 当該申請に係る病院若しくは診療所又は薬局が、この法律の規定により

保険医療機関又は保険薬局に係る第六十三条第三項第一号の指定を取り消

され、その取消しの日から五年を経過しないものであるとき。 

二 当該申請に係る病院若しくは診療所又は薬局が、保険給付に関し診療又

は調剤の内容の適切さを欠くおそれがあるとして重ねて第七十三条第一項

（第八十五条第九項、第八十五条の二第五項、第八十六条第四項、第百十

条第七項及び第百四十九条において準用する場合を含む。）の規定による指

導を受けたものであるとき。 

三 当該申請に係る病院若しくは診療所又は薬局の開設者又は管理者が、こ

の法律その他国民の保健医療に関する法律で政令で定めるものの規定によ

り罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなく

なるまでの者であるとき。 

四 当該申請に係る病院若しくは診療所又は薬局の開設者又は管理者が、禁

錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなく

なるまでの者であるとき。 

五 当該申請に係る病院若しくは診療所又は薬局の開設者又は管理者が、こ

の法律、船員保険法、国民健康保険法（昭和三十三年法律第百九十二号）、

高齢者の医療の確保に関する法律、地方公務員等共済組合法（昭和三十七

年法律第百五十二号）、私立学校教職員共済法（昭和二十八年法律第二百四

十五号）、厚生年金保険法（昭和二十九年法律第百十五号）又は国民年金法

（昭和三十四年法律第百四十一号）（第八十九条第四項第七号において「社
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会保険各法」という。）の定めるところにより納付義務を負う保険料、負担

金又は掛金（地方税法（昭和二十五年法律第二百二十六号）の規定による

国民健康保険税を含む。以下この号、第八十九条第四項第七号及び第百九

十九条第二項において「社会保険料」という。）について、当該申請をした

日の前日までに、これらの法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当

該処分を受けた日から正当な理由なく三月以上の期間にわたり、当該処分

を受けた日以降に納期限の到来した社会保険料のすべて（当該処分を受け

た者が、当該処分に係る社会保険料の納付義務を負うことを定める法律に

よって納付義務を負う社会保険料に限る。第八十九条第四項第七号におい

て同じ。）を引き続き滞納している者であるとき。 

六 前各号のほか、当該申請に係る病院若しくは診療所又は薬局が、保険医

療機関又は保険薬局として著しく不適当と認められるものであるとき。 

４ 厚生労働大臣は、第二項の病院又は診療所について第一項の申請があった

場合において、次の各号のいずれかに該当するときは、その申請に係る病床

の全部又は一部を除いて、第六十三条第三項第一号の指定を行うことができ

る。 

一 当該病院又は診療所の医師、歯科医師、看護師その他の従業者の人員

が、医療法第二十一条第一項第一号又は第二項第一号に規定する厚生労働

省令で定める員数及び同条第三項に規定する厚生労働省令で定める基準を

勘案して厚生労働大臣が定める基準により算定した員数を満たしていない

とき。 

二 当該申請に係る病床の種別に応じ、医療法第七条の二第一項に規定する

地域における保険医療機関の病床数が、その指定により同法第三十条の四

第一項に規定する医療計画において定める基準病床数を勘案して厚生労働

大臣が定めるところにより算定した数を超えることになると認める場合

（その数を既に超えている場合を含む。）であって、当該病院又は診療所の

開設者又は管理者が同法第三十条の十一の規定による都道府県知事の勧告

を受け、これに従わないとき。 

三 その他適正な医療の効率的な提供を図る観点から、当該病院又は診療所

の病床の利用に関し、保険医療機関として著しく不適当なところがあると

認められるとき。 

 


